
議案第３９号

杉並区事務手数料条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

平成２８年２月１７日

提出者 杉並区長 田 中 良

杉並区事務手数料条例の一部を改正する条例

杉並区事務手数料条例（平成１２年杉並区条例第２４号）の一部を次のように改

正する。

別表第１の１２３の２の項を次のように改める。

１２３の 長期優 次のア及びイに掲げる場合の区分に応じ、１件につき、それぞれ次に掲げる額（当該申請に係る住 認定

２ 長期 良住宅 宅が一戸建ての住宅（人の居住の用以外の用途に供する部分を有しないものに限る。以下同じ。） 申請

優良住 建築等 の場合において、一戸建ての住宅を新築しようとするときはアの（ア）の（１）、アの（イ）の のと

宅の普 計画認 （１）又はアの（ウ）の（１）に掲げる額、一戸建ての住宅を増築し、又は改築しようとするとき き。

及の促 定申請 はイの（ア）の（１）又はイの（イ）の（１）に掲げる額）（申請に併せて長期優良住宅の普及の

進に関 手数料 促進に関する法律第６条第２項の規定に基づく申出があった場合においては、一の建築物につい

する法 て、９２の２の項又は９２の３の項に掲げる額（申請に係る計画に特定構造計算基準等適合審査を

律（平 する部分が含まれる場合においては、特定構造計算基準等適合審査をする部分ごとに７７の２の項

成２０ に掲げる額の手数料を、建築基準法第８７条の２に規定する昇降機に係る部分が含まれる場合にお

年法律 いては、当該昇降機１基につき９２の７の項又は９２の８の項に掲げる額の手数料を加えた額）の

第８７ 手数料を加えた額）を、当該建築物における認定申請戸数で除した額（１００円未満の端数がある

号）第 ときは、これを切り捨てる。）

６条第 ア 住宅を新築しようとする場合 次の（ア）から（ウ）までに掲げる場合の区分及び当該申請に

１項の 係る住宅が属する一の建築物の床面積の合計に応じ、ぞれぞれ次に掲げる額

規定に (ア) 申請に併せて区長が指定する者が作成した長期優良住宅の普及の促進に関する法律第６条

基づく 第１項各号（第３号を除く。）に掲げる基準に適合していることを示す書類が提出された場合

長期優 (１) １００平方メートル以内のもの ７，２００円

良住宅 (２) １００平方メートルを超え５００平方メートル以内のもの １３，０００円

建築等 (３) ５００平方メートルを超え１，０００平方メートル以内のもの ２３，０００円

計画の (４) １，０００平方メートルを超え２，５００平方メートル以内のもの ３２，０００円

認定の (５) ２，５００平方メートルを超え５，０００平方メートル以内のもの ６１，０００円

申請に (６) ５，０００平方メートルを超え１万平方メートル以内のもの １０４，０００円

対する (イ) 申請に併せて住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年法律第８１号）第６条第

審査 １項に規定する設計住宅性能評価書（同法第５条第１項に規定する住宅性能評価に係る部分に

ついて長期優良住宅の普及の促進に関する法律第６条第１項第１号に掲げる基準に適合し、か

つ、当該住宅性能評価のうち構造の安定に関することについて建築基準法施行令第８１条第２

項第１号ロの限界耐力計算以外の方法により評価されたものに限る。）が提出された場合

(１) １００平方メートル以内のもの １６，０００円

(２) １００平方メートルを超え５００平方メートル以内のもの ５７，０００円

(３) ５００平方メートルを超え１，０００平方メートル以内のもの ９２，０００円

(４) １，０００平方メートルを超え２，５００平方メートル以内のもの １７２，０００円

(５) ２，５００平方メートルを超え５，０００平方メートル以内のもの ２９５，０００円

(６) ５，０００平方メートルを超え１万平方メートル以内のもの ４５５，０００円

(ウ) （ア）及び（イ）以外の場合

(１) １００平方メートル以内のもの ４７，０００円

(２) １００平方メートルを超え５００平方メートル以内のもの １０９，０００円



(３) ５００平方メートルを超え１，０００平方メートル以内のもの １７５，０００円

(４) １，０００平方メートルを超え２，５００平方メートル以内のもの ３４５，０００円

(５) ２，５００平方メートルを超え５，０００平方メートル以内のもの ６１７，０００円

(６) ５，０００平方メートルを超え１万平方メートル以内のもの １，０６２，０００円

イ 住宅を増築し、又は改築しようとする場合 次の（ア）及び（イ）に掲げる場合の区分及び当

該申請に係る住宅が属する一の建築物の床面積の合計に応じ、ぞれぞれ次に掲げる額

(ア) 申請に併せてアの（ア）に規定する書類が提出された場合

(１) １００平方メートル以内のもの １０，０００円

(２) １００平方メートルを超え５００平方メートル以内のもの １９，０００円

(３) ５００平方メートルを超え１，０００平方メートル以内のもの ３３，０００円

(４) １，０００平方メートルを超え２，５００平方メートル以内のもの ４７，０００円

(５) ２，５００平方メートルを超え５，０００平方メートル以内のもの ８８，０００円

(６) ５，０００平方メートルを超え１万平方メートル以内のもの １５１，０００円

(イ) （ア）以外の場合

(１) １００平方メートル以内のもの ６８，０００円

(２) １００平方メートルを超え５００平方メートル以内のもの １６０，０００円

(３) ５００平方メートルを超え１，０００平方メートル以内のもの ２５５，０００円

(４) １，０００平方メートルを超え２，５００平方メートル以内のもの ５０４，０００円

(５) ２，５００平方メートルを超え５，０００平方メートル以内のもの ９０３，０００円

(６) ５，０００平方メートルを超え１万平方メートル以内のもの １，５５２，０００円

別表第１の１２３の３の項中「の床面積」の次に「の合計」を加え、「１２３の

２の項アの（１）から（６）まで、イの（１）から（６）まで又はウの（１）から

（６）」を「当該計画が住宅を新築する際に認定を受けたものである場合において

は、１２３の２の項アの（ア）の（１）から（６）まで、アの（イ）の（１）から

（６）まで又はアの（ウ）の（１）から（６）」に、「１２３の２の項アの（１）、

イの（１）又はウの（１）」を「同項アの（ア）の（１）、アの（イ）の（１）又

はアの（ウ）の（１）に掲げる額）、当該計画が住宅を増築し、又は改築する際に

認定を受けたものである場合においては、同項イの（ア）の（１）から（６）まで

又はイの（イ）の（１）から（６）までに掲げる額（当該住宅が一戸建ての住宅の

場合においては、同項イの（ア）の（１）又はイの（イ）の（１）」に改める。

別表第１の１２３の８の項の次に次のように加える。

１２３の 建築物 次のア及びイに掲げる区分に応じ、１件につき、次に掲げる額（申請に併せて建築物のエネルギー 認定
９ 建築 エネル 消費性能の向上に関する法律第３０条第２項の規定に基づく申出があった場合においては、一の建 申請
物のエ ギー消 築物について、９２の２の項、９２の３の項、９２の４の項又は９２の５の項に掲げる額（申請に のと
ネルギ 費性能 係る計画に特定構造計算基準等適合審査をする部分が含まれる場合においては、特定構造計算基準 き。
ー消費 向上計 等適合審査をする部分ごとに７７の２の項に掲げる額の手数料を、建築基準法第８７条の２に規定
性能の 画認定 する昇降機に係る部分が含まれる場合においては、当該昇降機１基につき９２の７の項又は９２の
向上に 申請手 ８の項に掲げる額の手数料を加えた額）の手数料を加えた額）
関する 数料
法 律 ア 申請 (１) 一戸建ての住宅 ５，１００円
（平成 に併せ
２７年 て建築
法律第 物のエ
５ ３ ネルギ (２) (１) 住戸ごとの申請の場合 当該住戸の床面積の ９，７００円
号）第 ー消費 以外の建 合計が３００平方メ
３０条 性能の 築物 ートル未満のもの
第１項 向上に
の規定 関する 当該住戸の床面積の ２１，０００円
に基づ 法律第 合計が３００平方メ



く建築 ３０条 ートル以上２，００
物エネ 第１項 ０平方メートル未満
ルギー 各号に のもの
消費性 掲げる
能向上 基準に 当該住戸の床面積の ４６，０００円
計画の 適合し 合計が２，０００平
認定の ている 方メートル以上５，
申請に ことを ０００平方メートル
対する 示す書 未満のもの
審査 類とし

て区長 当該住戸の床面積の ８１，０００円
が定め 合計が５，０００平
るもの 方メートル以上１万
が提出 平方メートル以内の
された もの
場合

一の 住宅部分（建築物のエ 当該部分の床面積の ９，７００円
建築 ネルギー消費性能の向 合計が３００平方メ
物の 上に関する法律第１１ ートル未満のもの
申請 条第１項に規定する住
の場 宅部分をいう。以下同 当該部分の床面積の ２１，０００円
合 じ。） 合計が３００平方メ

ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の ４６，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ８１，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル以内の
もの

非住宅部分（建築物の 当該部分の床面積の ９，７００円
エネルギー消費性能の 合計が３００平方メ
向上に関する法律第１ ートル未満のもの
１条第１項に規定する
非住宅部分をいう。以 当該部分の床面積の ２７，１００円
下同じ。） 合計が３００平方メ

ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の ８０，４００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の １２８，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の １６１，０００円
合計が１万平方メー
トルのもの

イ ア以 (１) 一戸建ての住宅 当該住宅の床面積の ３４，４００円
外の場 合計が２００平方メ
合 ートル未満のもの

当該住宅の床面積の ３８，４００円
合計が２００平方メ
ートル以上１万平方
メートル以内のもの

(２) (１) 住戸ごとの申請の場合 当該住戸の床面積の ６９，１００円
以外の建 合計が３００平方メ
築物 ートル未満のもの

当該住戸の床面積の １１６，０００円
合計が３００平方メ
ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの



当該住戸の床面積の １９６，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該住戸の床面積の ２８１，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル以内の
もの

一の 住宅部分 当該部分の床面積の ６９，１００円
建築 合計が３００平方メ
物の ートル未満のもの
申請
の場 当該部分の床面積の １１６，０００円
合 合計が３００平方メ

ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の １９６，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ２８１，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル以内の
もの

非住宅部 モデル建物 当該部分の床面積の ８７，１００円
分 法による場 合計が３００平方メ

合（建築物 ートル未満のもの
エネルギー
消費性能基 当該部分の床面積の １４５，７００円
準等を定め 合計が３００平方メ
る省令（平 ートル以上２，００
成２８年経 ０平方メートル未満
済産業省令 のもの
・国土交通
省 令 第 １ 当該部分の床面積の ２３５，７００円
号）第８条 合計が２，０００平
第 １ 号 イ 方メートル以上５，
（２）及び ０００平方メートル
ロ（２）に 未満のもの
定める基準
による場合 当該部分の床面積の ３０９，０００円
をいう。） 合計が５，０００平

方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ３７１，０００円
合計が１万平方メー
トルのもの

標準入力法 当該部分の床面積の ２２７，１００円
等による場 合計が３００平方メ
合（建築物 ートル未満のもの
エネルギー
消費性能基 当該部分の床面積の ３６７，１００円
準等を定め 合計が３００平方メ
る省令第８ ートル以上２，００
条第１号イ ０平方メートル未満
（１）及び のもの
ロ（１）に
定める基準 当該部分の床面積の ５２３，７００円
による場合 合計が２，０００平
をいう。） 方メートル以上５，

０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ６４６，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ７６３，０００円



合計が１万平方メー
トルのもの

１２３の 建築物 次のア及びイに掲げる区分に応じ、１件につき、次に掲げる額（申請に併せて建築物のエネルギー 変更
１０ 建 エネル 消費性能の向上に関する法律第３１条第２項において準用する同法第３０条第２項の規定に基づく 認定
築物の ギー消 申出があった場合においては、一の建築物について、９２の２の項、９２の３の項、９２の４の項 申請
エネル 費性能 又は９２の５の項に掲げる額（申請に係る計画に特定構造計算基準等適合審査をする部分が含まれ のと
ギー消 向上計 る場合においては、特定構造計算基準等適合審査をする部分ごとに７７の２の項に掲げる額の手数 き。
費性能 画変更 料を、建築基準法第８７条の２に規定する昇降機に係る部分が含まれる場合においては、当該昇降
の向上 認定申 機１基につき９２の７の項又は９２の８の項に掲げる額の手数料を加えた額）の手数料を加えた
に関す 請手数 額）
る法律 料
第３１ ア 申請 (１) 一戸建ての住宅 ３，７００円
条第１ に併せ
項の規 て建築
定に基 物のエ
づく建 ネルギ (２) (１) 住戸ごとの申請の場合 当該住戸の床面積の ６，９００円
築物エ ー消費 以外の建 合計が３００平方メ
ネルギ 性能の 築物 ートル未満のもの
ー消費 向上に
性能向 関する 当該住戸の床面積の １５，０００円
上計画 法律第 合計が３００平方メ
の変更 ３０条 ートル以上２，００
の認定 第１項 ０平方メートル未満
の申請 各号に のもの
に対す 掲げる
る審査 基準に 当該住戸の床面積の ３２，０００円

適合し 合計が２，０００平
ている 方メートル以上５，
ことを ０００平方メートル
示す書 未満のもの
類とし
て区長 当該住戸の床面積の ５７，０００円
が定め 合計が５，０００平
るもの 方メートル以上１万
が提出 平方メートル以内の
された もの
場合

一の 住宅部分 当該部分の床面積の ６，９００円
建築 合計が３００平方メ
物の ートル未満のもの
申請
の場 当該部分の床面積の １５，０００円
合 合計が３００平方メ

ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の ３２，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ５７，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル以内の
もの

非住宅部分 当該部分の床面積の ６，９００円
合計が３００平方メ
ートル未満のもの

当該部分の床面積の １９，１００円
合計が３００平方メ
ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の ５６，４００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ９０，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の １１３，０００円



合計が１万平方メー
トルのもの

イ ア以 (１) 一戸建ての住宅 当該住宅の床面積の ２４，２００円
外の場 合計が２００平方メ
合 ートル未満のもの

当該住宅の床面積の ２７，０００円
合計が２００平方メ
ートル以上１万平方
メートル以内のもの

(２) (１) 住戸ごとの申請の場合 当該住戸の床面積の ４８，５００円
以外の建 合計が３００平方メ
築物 ートル未満のもの

当該住戸の床面積の ８１，０００円
合計が３００平方メ
ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの

当該住戸の床面積の １３８，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該住戸の床面積の １９７，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル以内の
もの

一の 住宅部分 当該部分の床面積の ４８，５００円
建築 合計が３００平方メ
物の ートル未満のもの
申請
の場 当該部分の床面積の ８１，０００円
合 合計が３００平方メ

ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の １３８，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の １９７，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル以内の
もの

非住宅部 モデル建物 当該部分の床面積の ６１，１００円
分 法による場 合計が３００平方メ

合（建築物 ートル未満のもの
エネルギー
消費性能基 当該部分の床面積の １０２，１００円
準等を定め 合計が３００平方メ
る省令第８ ートル以上２，００
条第１号イ ０平方メートル未満
（２）及び のもの
ロ（２）に
定める基準 当該部分の床面積の １６５，１００円
による場合 合計が２，０００平
をいう。） 方メートル以上５，

０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ２１６，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ２６０，０００円
合計が１万平方メー
トルのもの

標準入力法 当該部分の床面積の １５９，１００円



等による場 合計が３００平方メ
合（建築物 ートル未満のもの
エネルギー
消費性能基 当該部分の床面積の ２５７，１００円
準等を定め 合計が３００平方メ
る省令第８ ートル以上２，００
条第１号イ ０平方メートル未満
（１）及び のもの
ロ（１）に
定める基準 当該部分の床面積の ３６６，７００円
による場合 合計が２，０００平
をいう。） 方メートル以上５，

０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ４５３，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ５３５，０００円
合計が１万平方メー
トルのもの

１２３の 建築物 次のア及びイに掲げる区分に応じ、１件につき、次に掲げる額 認定
１１ 建 エネル 申請
築物の ギー消 ア 申請 (１) 一戸建ての住宅 ５，１００円 のと
エネル 費性能 に併せ き。
ギー消 基準適 て建築
費性能 合認定 物のエ
の向上 申請手 ネルギ (２) （１）以外 住宅部分 当該部分の床面積の ９，７００円
に関す 数料 ー消費 の建築物 合計が３００平方メ
る法律 性能の ートル未満のもの
第３６ 向上に
条第２ 関する 当該部分の床面積の ２１，０００円
項の規 法律第 合計が３００平方メ
定に基 ２条第 ートル以上２，００
づく建 ３号に ０平方メートル未満
築物エ 規定す のもの
ネルギ る建築
ー消費 物エネ 当該部分の床面積の ４６，０００円
性能基 ルギー 合計が２，０００平
準に適 消費性 方メートル以上５，
合して 能基準 ０００平方メートル
いる旨 に適合 未満のもの
の認定 してい
の申請 ること 当該部分の床面積の ８１，０００円
に対す を示す 合計が５，０００平
る審査 書類と 方メートル以上１万

して区 平方メートル以内の
長が定 もの
めるも
のが提 非住宅部分 当該部分の床面積の ９，７００円
出され 合計が３００平方メ
た場合 ートル未満のもの

当該部分の床面積の ２７，１００円
合計が３００平方メ
ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の ８０，４００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の １２８，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の １６１，０００円
合計が１万平方メー
トルのもの

イ ア以 (１) 一戸建ての 性能基準による場合 当該住宅の床面積の ３４，４００円
外の場 住宅 （建築物エネルギー消 合計が２００平方メ
合 費性能基準等を定める ートル未満のもの

省令第１条第１項第２



号イ （１）及びロ 当該住宅の床面積の ３８，４００円
（１）に定める基準に 合計が２００平方メ
よる場合をいう。以下 ートル以上１万平方
同じ。） メートル以内のもの

仕様基準による場合 当該住宅の床面積の １７，７００円
（建築物エネルギー消 合計が２００平方メ
費性能基準等を定める ートル未満のもの
省令第１条第１項第２
号イ （２）及びロ 当該住宅の床面積の １９，１００円
（２）に定める基準に 合計が２００平方メ
よる場合をいう。以下 ートル以上１万平方
同じ。） メートル以内のもの

(２) （１）以外 住宅部分 性能基準に 当該部分の床面積の ６９，１００円
の建築物 よる場合 合計が３００平方メ

ートル未満のもの

当該部分の床面積の １１６，０００円
合計が３００平方メ
ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の １９６，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ２８１，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル以内の
もの

仕様基準に 当該部分の床面積の ３３，１００円
よる場合 合計が３００平方メ

ートル未満のもの

当該部分の床面積の ５８，０００円
合計が３００平方メ
ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の １０４，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の １５７，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル以内の
もの

非住宅部 モデル建物 当該部分の床面積の ８７，１００円
分 法による場 合計が３００平方メ

合（建築物 ートル未満のもの
エネルギー
消費性能基 当該部分の床面積の １４５，７００円
準等を定め 合計が３００平方メ
る省令第１ ートル以上２，００
条第１項第 ０平方メートル未満
１号ロに定 のもの
める基準に
よる場合を 当該部分の床面積の ２３５，７００円
いう。） 合計が２，０００平

方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ３０９，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ３７１，０００円
合計が１万平方メー
トルのもの



標準入力法 当該部分の床面積の ２２７，１００円
等による場 合計が３００平方メ
合（建築物 ートル未満のもの
エネルギー
消費性能基 当該部分の床面積の ３６７，１００円
準等を定め 合計が３００平方メ
る省令第１ ートル以上２，００
条第１項第 ０平方メートル未満
１号イに定 のもの
める基準に
よる場合を 当該部分の床面積の ５２３，７００円
いう。） 合計が２，０００平

方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ６４６，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ７６３，０００円
合計が１万平方メー
トルのもの

別表第１の備考を次のように改める。

備考

１ 低炭素建築物新築等計画認定申請手数料又は低炭素建築物新築等計画変更

認定申請手数料について、共同住宅等の一の建築物の申請の場合の手数料の

額は、住戸の部分の額に共用廊下等の部分及び非住宅の部分の額を加算した

額とする。ただし、共用廊下等の部分又は非住宅の部分が存在しない場合は、

当該部分の額は加算しない。

２ 低炭素建築物新築等計画認定申請手数料又は低炭素建築物新築等計画変更

認定申請手数料について、共同住宅等の一の住戸ごとの申請と一の建築物の

申請を同時にする場合の手数料の額は、一の建築物の申請の場合により算出

した額とする。

３ 建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請手数料又は建築物エネルギー

消費性能向上計画変更認定申請手数料について、一の建築物の申請の場合の

手数料の額は、住宅部分の額及び非住宅部分の額を合算した額とする。

４ 建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請手数料又は建築物エネルギー

消費性能向上計画変更認定申請手数料について、同一の建築物において住戸

ごとの申請と一の建築物の申請を同時にする場合の手数料の額は、一の建築

物の申請の場合により算出した額とする。



５ 建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請手数料又は建築物エネルギー

消費性能向上計画変更認定申請手数料について、住宅部分及び非住宅部分を

有する建築物の非住宅部分のみを申請する場合の手数料の額は、当該非住宅

部分の床面積の合計を一の建築物の申請の場合における非住宅部分の床面積

の合計とみなして算出した額とする。

６ 建築物エネルギー消費性能基準適合認定申請手数料の額は、住宅部分の額

及び非住宅部分の額を合算した額とする。

附 則

この条例は、平成２８年４月１日から施行する。

（提案理由）

住宅の増改築に係る長期優良住宅建築等計画認定申請手数料を定める等の必要が

ある。


